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　標記のことについて、皆さまご承知のとおり当共済組合の短期経理においては、平成１４年度に全国市町村職
員共済組合連合会から調整交付金を、平成１５年度からは調整交付金と特別調整交付金(財源は国、地方公共
団体、全国連合会等の負担)を受ける財政調整事業の対象組合となり、以後、平成１９年度現在(短期財源率は、
８０．９６‰で市町村共済組合の中で全国第２位の高率。)もその状況が継続しており、組合員数の減少、給料の引
下げ、医療費や退職者給付拠出金等の増加などの影響により、今後も短期給付財政は厳しい状況となることが
予測されます。
　また、総務省自治行政局の予算における事業運営の基本方針において、附加給付の給付水準等については、
短期給付財政の厳しい状況等を十分勘案し適正に努めるよう指導がなされており、当共済組合の予算時におけ
る事前協議の場においても附加給付内容の見直しにかかる自助努力を求められていることおよび当共済組合の
附加給付の実施状況と、財政調整事業の対象組合となっている全国の他の市町村共済組合(１２組合)を比較
すると、現物給付にかかる附加金(一部負担金払戻金・家族療養費附加金等)を除き、現金給付にかかる附加金(
出産費・埋葬料附加金等)の実施は一部の給付かあるいは全廃しているのが現状であり、これらの市町村共済
組合との均衡に十分配慮し、当共済組合として短期給付制度の安定した運営が確保されるよう適切に対処する
必要があります。
　このことから当共済組合において、短期給付部会、職員側議員協議会、理事会および本年７月４日開催の組合
会に方向性を諮り附加給付の見直しについて審議いただいた結果、短期給付財政を取り巻く状況等を総合的に
判断し、将来の健全な事業運営に資するためには、附加給付の見直しはやむを得ないとされ、下記の「入院附加
金」および「結婚手当金」の給付について、平成２０年４月１日付をもって廃止する方針が決定されましたのでお知
らせいたします。
　なお、見出しにおいて「予定」といたしておりますのは、短期給付等にかかる当組合定款の一部変更に関して、
総務省自治行政局への協議と認可手続きに期日を要するためです。

記

★廃止予定の附加給付種別
○入院附加金(組合員が療養〈公務に基づく療養を除く〉のため引き続いて７日以上入院した
場合・１日につき３００円)

○結婚手当金(組合員が結婚(届け出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場
合を含む)した場合・１件につき３０,０００円)

★廃止予定年月日(定款の一部変更施行日)
　　平成２０年４月１日（平成２０年３月３１日までは従前どおり）
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平成２０年４月から「後期高齢者医療制度」が始まると
聞きましたが、この制度は、なぜ必要なのでしょうか。 
老人医療費は、平成１８年度推計で１１．１兆円となり国
民医療費の約３分の１を占めており、高齢化の進展に
ともない、今後も増加する見通しです。       
７５歳以上の後期高齢者は、生理的機能や日常生活動
作能力の低下による症状が増加するとともに、生活習
慣病を原因とする疾患を中心に、入院による医療が増
える特性があることから、後期高齢者が将来にわたり
安心して医療が受けられるようにするために、国民皆
保険を堅持し、増大する医療費を安定的に賄うため、
持続可能な制度を構築することとされ、現役世代と高
齢者世代の負担を明確にして、公平でわかりやすい制
度とするため独立した医療制度とされました。       
なお、現在は昭和５８年に発足した老人保健制度によ
り、医療費が賄われています。       

「後期高齢者医療制度」の運営主体はどこですか。
後期高齢者医療の事務を行うため、都道府県の区域ご
とに全ての市町村が加入して設立された地方公共団
体である「後期高齢者医療広域連合」が運営主体とな
り、保険料の決定や医療の給付を行います。       

「後期高齢者制度」では、どのような人が被保険者とな
るのですか。
以下の方々です。       
○７５歳以上の方       
○６５歳から７４歳で一定の障害の状況にあることに
つき広域連合の認定を受けた方       

○老人医療受給対象者の方       
○老人保健制度において、市町村の障害認定を受け
ている方       

       
現在、加入している共済組合等の保険証はどうなるの
ですか。       
後期高齢者制度に該当する方々については、共済組合
等の保険者から脱退することとなりますので、保険証
（組合員証・組合員被扶養者証等）は共済組合へ返還し
ていただくこととなります。       
なお、この脱退にともなう共済組合への手続き等の取扱
いにつきましては、現在、総務省において検討中ですの
で、わかり次第、各所属所へ連絡いたします。       

保険証は広域連合から発行されるのですか。       
被保険者一人ひとりに、広域連合から「後期高齢者医
療被保険者証」が発行されますので、これを提示し医
療機関で受診してください。       

後期高齢者医療の保険料はどうなるのですか。 
被保険者一人ひとりが、後期高齢者医療保険料を負担
することとなります。       
保険料額は、その方の所得に応じて負担する「所得割」
と被保険者全員が等しく負担する「被保険者均等割」
の合計額です。       
この保険料は、広域連合が年度ごとに保険料額を決定
し、市町村が決めた支払期ごとに納付します。       
ただし、年金から自動的に保険料が支払われる仕組み
が導入されます。       

医療給付の財源は、どうなっているのですか。       
医療給付に要する財源は、後期高齢者の保険料が１
割、現役世代の保険料からの支援金４割、公費５割と
いう割合で負担され、財政責任が明確化されるととも
に、安定的な保険財政の運営が図られます。       

この医療制度により、どのような医療給付が受けられ
るのですか。       
広域連合から被保険者に給付される主な医療給付の
種類は、次のとおりです。       
療養の給付・入院時食事療養費・入院時生活療養費・保
険外併用療養費・療養費・訪問看護療養費・移送費・高額
療養費・高額介護合算療養費など。       
これらの給付は、新たに設けられる高額介護合算療養
費を除き、現行の老人保健制度等で給付されているも
のと基本的に同じ種類です。       

医療機関で受診した場合の患者負担は、どうなります
か。 
後期高齢者医療の被保険者が医療機関で受診した場
合の患者負担は、これまでと同様に、かかった費用の１
割（現役並み所得者は３割）を医療機関の窓口で支払
います。       

広域連合と市町村の役割分担は、どのようになってい
るのですか。       
主な基本的な役割は、次のとおりです。       
広域連合は、被保険者証等の交付・保険料の決定・医療
の給付などです。       
市町村は、各種届け出の受付け・被保険者証等の引渡
し・保険料の徴収などです。       

後期高齢者医療制度の詳細等については、広域連合
または市町村の窓口へお問い合わせください。




